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2024年版たばこハームリダクションのグローバルでの現状について：最新報告

はじめに
「2024年版たばこハームリダクションのグローバルでの現状について（GSTHR 2024）」では、安
全なニコチン製品（SNP）が、従来の燃焼式たばこや健康リスクの高い無煙たばこの置換・代替
になっているかを調査した。隔年で発行する当シリーズ第4弾であり、ハームリダクション、データ
サイエンス、経済学の専門家などが共同執筆したGSTHR 2024では、こうした変化を促している
要因や各国の規制環境がどのように発展しているかという点や、製品・消費者・政策・規制の複
雑な相互作用についても考察している。

本報告書の第1部「グローバル視点」では、最新の証拠や新たなデータ予測を用いて、たばこハ
ームリダクション（THR）の世界的な現状と、たばこ関連疾病と死亡率をいかに迅速に減少させ
うるかを評価している。本資料は、「グローバル視点」を簡潔に要約したものである。

喫煙によるコストとは？
今日でも10億人以上が喫煙しており、そのうち80%が低・中所得国に暮らしている。1 喫煙によっ
て年間800万人以上の命が奪われ、今世紀末までに10億人が喫煙関連疾患で死亡する可能性
がある。2 喫煙は世界的に早期予防が可能な死亡の主原因であり、たばこは喫煙者の最大で半
数を死に至らしめる。3

さらに、喫煙による健康への直接的な影響に加え、経済的損失も甚大であり、たばこ関連疾患の
コストは年間約2兆ドルに上ると推計されている。4

たばこ規制において課税や規制に焦点を充てた結果、一部の国、特に高所得国においては喫煙
率低下を実現してきた。しかし、こうした国においても、脆弱な立場にある人々は取り残されてい
る。喫煙率を迅速に下げ、命を救い、健康被害を減らすためには、さらなる戦略が求められる。

喫煙率を低下させるために、有効な手段とは
安全なニコチン製品（SNP）活用によるたばこハームリダクションは、今後数十
年間で最も劇的な公衆衛生革命を世界的にもたらす可能性を秘めている。実現
されれば、喫煙によって引き起こされる死亡や疾病という厳しい現実を示す数
値を、迅速かつ大幅に減少させることが可能となる見通しである。

このアプローチの核心にある重要な科学的真実は、燃焼式たばこに関連する多
くの健康問題の主原因が、燃焼によって発生する煙を吸い込む行為にあるとい
うことだ。このリスクを取り除けば、ニコチン摂取は比較的安全になる可能性が
ある。

燃焼を伴わない新種の安全なニコチン製品（ニコチン含有の電子たばこ、加
熱式たばこ、ニコチンパウチなど）の開発により、人々はニコチンを根本的に安
全な方法で摂取する選択肢を得られるようになった。こうした新しい無煙製品
は、SNPとして長年使用されてきたスヌースやアメリカ製無煙たばこ、ニコチン
置換療法などと並んで選択肢の幅を広げている。
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燃焼によって発生する煙を
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能性がある。

https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/332/en/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/332/en/
https://gsthr.org/faq-smoking-and-nicotine/faq-what-is/what-are-safer-nicotine-products/
https://gsthr.org/resources/briefing-papers/what-is-tobacco-harm-reduction/
https://gsthr.org/resources/briefing-papers/what-are-nicotine-pouches/
https://gsthr.org/resources/briefing-papers/what-is-snus/
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安全なニコチン製品の相対的な安全性に関する証拠
にはどのようなものがあるのか？
2004年に中国で初めて実用化された電子たばこが発売されたが、消費者への
普及が本格化するまでには10年を要した。この普及が本格化した時期に、ニコ
チン含有の電子たばこの相対的な安全性を裏付ける科学的証拠が次第に明ら
かになった。

2015年に英国公衆衛生庁によって、初めて大々的なレビューが発表された。この
レビューでは、ニコチン含有の電子たばこは燃焼式たばこと比べて健康有害性
が95％低いと結論づけられ、この重要なメッセージはほぼ10年にわたって変わ
っていない。5 その後の英国における更新情報や、世界各国の医療・公衆衛生
機関によるレビューも、この結論を支持している。6 さらに現在では、ニコチン含
有の電子たばこ使用が効果的な喫煙からの離脱手段となり、健康改善につながる機会を提供す
るという確固たる根拠が着実に蓄積されている。7, 8, 9, 10, 11

同様に、スヌースのような経口製品に関する科学的評価も発表されており、スカンジナビア諸国
からは喫煙関連疾患の発生率や死亡率の低下に寄与しているとする豊富な疫学的証拠が示され
ている。12, 13, 14, 15 また、加熱式たばこ（非燃焼加熱式デバイスとも呼ばれる）については、より慎
重な評価も見られるが、紙巻きたばこや他の燃焼式たばこ製品と比較すると、リスクのスペクトル
上で著しく低い位置にあることが示されている。16, 17

図1.

現在では、ニコチン含有の
電子たばこ使用が効果的
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GSTHR.ORG ニコチン製品の相対的リスクスペクトラム製品

データ出典：Murkett et al. 2022
グラフィック作成：GSTHR 2024
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安全なニコチン製品市場はどのようにして成長を遂げるのか？
製品開発と消費者との関係は、SNPの普及拡大において重要な要因となっている。新興ニコチ
ン産業は、消費者が進んで使うような様々な製品を生み出し、既存のたばこ業界はその後、追随
する立場となった。製品の種類は継続的に拡大しており、現在では各種ニコチンパウチやスヌー
ス、多種多様な電子たばこや加熱式たばこ製品が、一部市場で販売されている。

ニコチンを摂取し続けながらも健康リスクを大幅に低減できるという理解のもとで、喫煙者の多
くが、これらの製品への切替えに興味を持っている。SNP使用者の実数を正確
に把握することは公衆衛生調査の対象が限られていることや、市場データが公
開されていないことから困難である。しかし、我々の調査によると、世界の電子
たばこ使用者数は2018年の5800万人から2023年には推定1億1400万人に増
加している。18

加熱式たばこの使用者数（2000万人）やスヌースおよび他の無煙製品の使用
者数（1000万人）に関するこれまでの推計を考慮すると、GSTHR24が発表され
た時点で、世界には少なくとも1億4,400万人のSNP使用者が存在していたこと
になる。

図2.

したがって、明らかになっている証拠から言えるのは、何百万もの人々が紙巻きたばこをSNPに
置き換えているということだ。ただし、この移行プロセスには、紙巻きたばことSNPの両方を利用
する「併用期間」が含まれることが多い。時に批判されることもあるが、GSTHR24の証拠によれ
ば、この「併用」は多くの場合、紙巻きたばこの消費を減らすための過程であり、多くの人々にとっ
て燃焼式たばこを完全にやめるためのきっかけとなる場合がある。

公表されている市場データは、SNPの人気が高まっていることを示す重要な指標となっている。
実際、世界市場推計によると、GSTHR24によれば、物価上昇率調整後（為替レートを一定と仮
定）では、紙巻きたばこの売上高は2024年に6850億ドルとなり、2015年から8.9％減少した。

ニコチンを摂取し続けなが
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減できるという理解のもと
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GSTHR.ORG 

https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
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一方、スヌース、ニコチン含有の電子たばこ製品、加熱
式たばこ（HTP）、ニコチンパウチを含むSNP売上高（
物価上昇率調整後）は、2015年から約6倍に成長して
いる。物価上昇率調整前では、2024年のSNP市場規
模は960億ドルに達する。

消費者にSNPの相対的な安全性に関する正確な情
報が提供され、かつ手頃で適切な製品を利用できる
状況になれば、喫煙率が大きく減少するという理論が、
現在ではデータによって裏付けられている。

規制はどのような役割を果たしているの
か？
SNPが登場する以前は、たばこ規制当局や議員の役割は比較的単純
だった。紙巻きたばこはシンプルな形態で、分類や規制が容易だった。他の
燃焼式たばこについても、基本的には同様だったが、ニコチンを含んだ不燃たばこ
という新製品が登場し、状況は複雑化した。

ニコチンが燃焼式たばこの中で最も危険な成分の一つであるといった誤認識
は、多くの分野で根強く残っている。こうした誤解は、規制当局がSNPに関す
る判断を行う際にも影響を及ぼしている。また、規制当局は新製品のカテゴリ
ーを理解する上での課題にも直面し、多くは対応に戸惑っているのが現状であ
る。

一部の主要機関、特に世界保健機関（WHO）は、極めて懐疑的かつ禁止主義
的な姿勢を取るところがある。たばこハームリダクション（THR）を支持する証
拠が蓄積されているにもかかわらず、WHOは紙巻きたばこからSNPへの切り替
えによる潜在的な健康上の利益を依然として認めていない。同機関や同盟国
は、各国に対して紙巻きたばこと同等かそれ以上に厳しい規制枠組みを導入す
るよう働きかけてきた。

いくつかの国々では、安全な製品が禁止される一方で、紙巻きたばこは依然とし
て広く入手可能なままとなっている。しかし、2024年にパナマで開催されたたば
こ規制枠組条約（FCTC）の締約国会議では、一部の締約国がたばこハームリダ
クションに関する現状に対して懸念を表明した。

たばこ政策に関して、欧州連合（EU）を除くほとんどの国では国内で決定され
ている。EUでは加盟国が最低限の規制枠組みを採用しなければならない。各
国には独自の経済的、政治的、社会的、文化的要因があり、これらが個別のた
ばこ規制政策の決定に影響を与えている。
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安全性に関する正確な情報
が提供され、かつ手頃で適
切な製品を利用できる状況
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ではデータによって裏付け

られている。

ニコチンが燃焼式たばこの
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であるという誤認識は、多く
の分野で根強く残っており、
規制当局がより安全なSNP
に関して行う判断にも影響

を与え続けている。
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図3.

しかし、本報告書が明らかにしているように、2024年時点でSNPのいずれかの
カテゴリー（ニコチン含有の電子たばこ、加熱式たばこ、スヌース、またはニコチ
ンパウチ）が129カ国で合法的に入手できる状況にある。これは世界の成人人
口の71％、約40億人に相当する。

世界各地における喫煙やたばこハームリダクション
（THR）に関する取り組みとは？
GSTHR24は二部構成となっており、第一部は先に述べた「グローバル視点」
で、第二部は「地域別・国別の考察」である。後者では、2つの地域における
たばこ使用とたばこハームリダクション（THR）の現状を詳しく分析するととも
に、THRによって喫煙率低下を実現している4か国の最新の評価を行っている。

東ヨーロッパおよび中央アジアでは、喫煙率が高い一方で、経口製品のナスベイ（噛みたばこ）
が約50種類ほど存在し、広く使用されている。ナスベイは出所が不明で健康リスクも十分に把握
されていないものの、同地域の全たばこ消費量においてかなりの割合を占めている。SNP普及は
比較的低く、たばこハームリダクション（THR）の認知もほぼ皆無である。現在進行しているSNP
に対する厳しい規制や禁止の傾向は、同地域におけるTHRの可能性をさらに損なうリスクがあ
る。

一方、南米では状況は大きく異なる。ブラジル政府は域内で最多の喫煙関連死と関連コストを
抱えているにも関わらず、2009年に電子たばこを禁止して以来、規制緩和には踏み切っていな
い。20 一方で、南米で喫煙率が最も高く、喫煙関連死の割合も最大であるチリでは、喫煙者が
SNPに切り替えることを促進するための包括的な対策パッケージが最近導入された。21 ほとんど
の南米の消費者はSNPを購入できるが、その多くは規制されていないルートから入手されたもの
である。

GSTHR.ORG 少なくともSNPのいずれかの種類が合法的に利用可能な国は129か国

2024年時点でSNPのいず
れかのカテゴリー（ニコチン
含有の電子たばこ、加熱式
たばこ、スヌース、またはニ
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する。

https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/332/en/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/334/en/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/333/en/


| 7

2024年版たばこハームリダクションのグローバルでの現状について：最新報告

「2024年版たばこハームリダクションのグローバルでの現状について（GSTHR 
2024）」で取り上げられた4か国はいずれも、喫煙者が紙タバコをより安全な製
品に切り替える機会を与えられた場合、著しい進展が得られることを示す証拠
を提供している。これは公衆衛生上で大きな成果であり、特に国からの財政投
資がほとんど不要である点が注目される。

各国の事例は、喫煙率を低減するという目標には様々なアプローチがあること
を示している。日本における加熱式たばこ（HTP）の普及拡大は、政府による関
与がほとんどなかった。既存の法律下では、電子たばこは事実上禁止されてい
たのに対し、HTPは例外だった。非介入的なたばこ政策により、HTPが喫煙より
安全であるという広告が可能となり、消費者はこれに反応した。HTP導入後の
10年間で、日本の紙巻きたばこの販売量は50%以上減少した。これほど短期間
で紙巻きたばこの販売が劇的に減少した例は、立法措置や公衆衛生対策にお
いては、かつてないことである。

ノルウェーではスヌースが200年以上にわたり利用されてきたが、喫煙の人気に押されていた。
しかし、製造技術の改善によって製品の安全性が向上し、紙巻きたばこと比較してリスクが相
対的に低いという証拠が示されたことから、再びスヌースの使用が増加した。その影響は劇的
で、2023年には16歳から74歳のノルウェー人のうち、スヌース使用者が喫煙者の2倍に達した（16
％対7％）。22 また、若年層では喫煙はほとんど消滅し、毎日喫煙している人の割合は、2023年に
は16～34歳の女性でわずか2％、16～24歳の男性では4％に過ぎない。

一方、英国のSNPに関する政策は、長年にわたる薬物のハームリダクションやHIV/AIDS予防の
経験をもとに、公衆衛生を重視しつつ支持的に展開されてきた。その結果、約
20年前に電子たばこが導入されて以来、同国の喫煙者数はほぼ半減している。
我々のデータでは、2025年に英国の電子たばこ使用者数が喫煙者数を上回る
と予測している。また、成人の約10％強が喫煙を続ける一方で、電子たばこ使用
者は2024年の11％からさらに増加する見込みである。

ニュージーランド政府は、英国と同様のアプローチを採用し、紙巻きたばこか
ら電子たばこへの切り替えを明確に支援し、喫煙率の大幅な低下に寄与してい
る。実際、2023年にはニュージーランドの成人の11.9％が電子たばこを使用し、
喫煙者の8.3％を上回ったが、先住民族マオリの人々の間では喫煙率が依然とし
て高いことに留意する必要がある。

しかしながら、これら4か国のすべてにおいて、SNPの販売増加は、紙巻きたば
こ市場の縮小と喫煙率の低下によってもたらされている。

しかし、当然のことながら、SNPは規制当局に多くの課題を突きつけてきた。多
くの国々では、当初はSNPを禁止していたが、その後に一部規制を緩和した。他の国々は新たな
規制を導入しているが、ほとんどの国ではこれらの製品に関する規制を既存のたばこ法に組み
込み、時間の経過とともにたばこ規制枠組条約（FCTC）の推奨事項に沿う形で整合させてい
る。23

日本、ニュージーランド、ノル
ウェー、そして英国の各国の
事例は、喫煙者に対して紙巻
きたばこをより安全な製品
に切り替える機会が与えら
れた場合に、著しい進展が
達成できることを示す証拠

となっている。

加熱式たばこ（HTP）が導
入後の10年間で、日本の紙
巻きたばこの販売量は50%
以上減少した。これほど短

期間で紙巻きたばこの販売
が劇的に減少した例は、立
法措置や公衆衛生対策に

おいては、かつてないことで
ある。

https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/335/en/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/337/en/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/338/en/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2024-a-situation-report/337/en/
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恐怖や不信感、そして誤情報は、どのように進展を妨
げてきたのか？
若者によるSNP使用、特に電子たばこ使用への懸念は、その影響が証拠に裏付
けられているかどうかに関わらず、一部の国々で規制措置を促す要因となってい
る。

様々な種類のフレーバーがあることが若年層の電子たばこ使用につながって
いるとされ、一部の規制当局は様々な種類のフレーバーの禁止に踏み切ってい
る。しかし、若者とフレーバーに関する議論では、禁煙しようとする人々にとっ
て、電子たばこのフレーバーが重要な役割を果たすという事実がまるで考慮され
ていない。

安価な使い捨て電子たばこの増加は、若年層の使用や環境への影響に対する懸念をさらに強
め、すでにいくつかの国では禁止措置が取られ、他の国々も追随すると見られている。24, 25 こう
した製品が手頃な価格で使いやすいことに疑いの余地はない。しかし見過ごされがちなのは、喫
煙をやめたいと願う最もアプローチしにくい喫煙者にとって、こうした特徴は、特に適していると
いう点である。

SNPの普及には、さまざまな財政的・経済的障壁が予想されていた。革新的な
ニコチン含有製品の市場参入は、紙巻きたばこ製造機の発明以来、世界のたば
こ産業における最も大きな変革といえる。たばこの農業としての価値や輸出価
値、および国内たばこ産業は、一部の国では非常に大きく、SNPとの競争は歓
迎されない場合もある。また、ほとんどの多国籍たばこ企業は、規制の不確実
性や投資家に対する利益最大化義務から、SNPへの大規模な投資をためらっ
てきた。燃焼式たばこは、製造者にとっては依然として莫大な収益をもたらして
いる。

おそらく予想外だったことは、多くの組織がSNPがもたらす可能性を受け入れ
ることに抵抗を示してきたことである。研究や批判的分析が求められる場面で、神
話や誤情報、偽情報の情報過多が発生した。こうした情報は、善意のもとで活動し
ている国際・国内のNPO団体や一部の医療、学術、公衆衛生組織によって広めら
れている。そしてそういった組織の多くは、SNPを用いたたばこハームリダクション
（THR）に敵対的な資金提供者からの、寛大ではあるが誤った方向の寄付金に
支えられていることが少なくない。

メディアの中には、より安全な製品に関する刺激的なストーリーや懸念を過度に強
調するものもある。こうした報道は多くの場合、従来のたばこ産業とその動機に対
する不信感に起因している。たばこハームリダクション（THR）を巡る専門的な議
論や論争は、すでに健全性を失っている。他の公衆衛生分野とは異なり、かつて
喫煙者だったが、現在はSNPを使用している人々の意見や経験はほとんど求めら
れず、時には抑圧されることさえある。その結果、現場の医療専門家や政策立案
者、そして最も深刻なのは喫煙者自身の間に、THRに対する恐怖と不確実性が広
がってしまっている。SNPが紙巻きたばこと同じくらい、あるいはそれよりも有害だ
と信じ込まされているために、喫煙者は紙巻きたばこをやめられずにいる。

若者とフレーバーに関する
議論では、禁煙しようとする
人々にとって、電子たばこの
フレーバーが重要な役割を
果たすという事実がまるで

考慮されていない。

革新的なニコチン含有製品
の市場参入は、紙巻きたば
こ製造機の発明以来、世界
のたばこ産業における最も
大きな変革となっている。
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たばこハームリダクション：未来展望
数々の課題を抱えてはいるものの、今世紀最初の四半期（25年間）の終わりが
近づく中で、楽観的な見通しを持てる理由は数多く見受けられる。SNP使用は
増加しており、環境さえ整えば、人々は喫煙からSNPへの切替えに意欲的であ
るという明確な証拠がある。我々の調査によると、世界の人口の3分の2以上が、
約130か国でSNPの少なくとも１種類は合法的に利用可能である。消費者層は
拡大し続けており、喫煙からSNPへの代替が、公衆衛生上の利益をもたらすと
いう証拠も増えている。こうした製品は今後も存在し続け、生活が改善された消
費者の声はますます大きくなっている。

今後の25年間と、さらにその先を見据えると、ハームリダクションの潜在的な可
能性を最大限に活用すれば、より多くの成果を達成できるだろう。政府の反対
や無関心、公衆衛生機関からの矛盾したメッセージにもかかわらず、多くの人々
が喫煙からSNPへの切替えによる恩恵をすでに享受している。統計モデルによ
れば、今後数十年間で、SNPが喫煙の代替として普及すれば、数百万人もの人々
がより健康で長生きすることが可能となる。たばこハームリダクションが完全に
実現すれば、世界の喫煙者数を急速に減少させる可能性があり、21世紀におけ
る公衆衛生分野で最も大きな成果の一つとなるだろう。

他の公衆衛生分野とは異な
り、かつて喫煙者だったが、
現在はSNPを使用している
人々の意見や経験はほとん
ど求められず、時には抑圧さ

れることさえある。

こうした製品は今後も存在
し続け、生活が改善された
消費者の声はますます大き

くなっている。

たばこハームリダクションが
完全に実現すれば、世界の
喫煙者数を急速に減少させ
る可能性があり、21世紀に
おける公衆衛生分野で最も
大きな成果の一つとなるだ

ろう。
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